
 
 

記者配布資料                        平成２３年９月１４日 

大阪経済記者クラブ会員各位 

（同時資料配布：経済団体記者会／東商記者クラブ／国土交通記者会／国土交通省交通運輸記者会 

福岡経済記者クラブ／長崎経済記者クラブ／熊本経済記者クラブ 

鹿児島経済記者クラブ） 

 

 

 

 

 

○ ９月８日（木）配布の資料のとおり、大阪・京都・神戸と九州の主な商工会議所（計１２会議所）

は、本日、会頭同士による初めての懇談会を東京で開催し、両地域の連携・交流強化に関する共

同アピールを採択しましたのでお知らせします。 

○ 京阪神と九州の商工会議所は、今年３月の九州新幹線全線開業を契機に、８月に「九州新幹線を

活用した西日本活性化研究会」を発足させ、西日本の交流機運の醸成と一体的な活性化策につい

て検討を進めています。 

○ 今回の懇談会は、こうした取り組みの一環として開催したもので、今後一層の事業強化を図って

いく予定です。 
 

＜「九州・京阪神懇談会」開催概要＞ 

【日 時】 平成２３年９月１４日（水） １５：００～１６：３０ 

【場 所】 東京會舘 １２階「カトレアルーム」（東京都千代田区丸の内３－２－１） 

【内 容】 ①開会挨拶（大阪・福岡商工会議所会頭） 

 ②基調講演 

  講 師：中国国家観光局（東京） 首席代表 范巨灵（ハン・キョレイ）氏 

  テーマ：西日本の可能性と期待 ～訪日中国人観光客の動向とインバウンド対策～ 

 ③意見交換 

 ④共同アピール採択 

 

 

＜添付資料＞ 資料１ 「九州・京阪神懇談会」出席者名簿  

資料２ 「日本再生に向けた西日本からの共同アピール」 

 

 

【問合先】 

 大阪商工会議所 経済産業部 経済担当（近藤・伊藤） ＴＥＬ：０９０－６０６０－９７５８ 

                               ０６－６９４４－６３０４ 



 
 

資料１ 

「九州・京阪神懇談会」出席者名簿 

 

 

＜京阪神側＞                                  

大阪商工会議所 会頭 佐藤茂雄 京阪電気鉄道㈱ 取締役相談役 取締役会議長 

  同 専務理事 灘本正博 

 

京都商工会議所 会頭 立石義雄 オムロン㈱ 名誉会長 

  同 専務理事 奥原恒興 

 

神戸商工会議所 専務理事 村田泰男 

 

 

＜九州側＞ 

福岡商工会議所 会頭 河部浩幸 ㈱九電工 代表取締役会長 

  同 専務理事 橋本 洸 

 

北九州商工会議所    専務理事 羽田野隆士 

 

佐賀商工会議所 専務理事 島内正彦 

 

長崎商工会議所 会頭 松藤 悟 松藤商事㈱ 代表取締役 

  同 専務理事 前田克彦 

 

熊本商工会議所 専務理事 松山正明 

 

大分商工会議所 会頭 姫野淸高 ㈱桃太郎海苔 代表取締役 

  同 専務理事 武田 寛 

 

宮崎商工会議所 会頭 米良充典 米良電機産業㈱ 代表取締役社長 

  同 専務理事 倉掛正志 

 

鹿児島商工会議所 会頭 諏訪秀治 鹿児島トヨタ自動車㈱ 代表取締役社長 

  同 専務理事 竹元 明 

 

 

（欠席：那覇商工会議所は都合により欠席） 

 

以 上 



資料２ 

日本再生に向けた西日本からの共同アピール 

 
東日本大震災は、わが国経済全体に依然深刻なダメージを及ぼしている。 

西日本には、「復興支援基地」として日本経済を支える役割が求められ、３月

１２日に全線開業した九州新幹線は、その基幹インフラとして期待されている。

我々は、開業効果を最大限に引き出し、観光・インバウンド振興はもとより、両

地域の強みを活かした技術・商品開発、アジア市場の開拓など、西日本広域にお

ける幅広い分野での交流活発化を図り、早期復興と力強い再成長の担い手となる

覚悟をもって臨む。 

政府・自治体においても、わが国の成長セクターである西日本でのこうした連

携・協働を強力に後押しすることが肝要である。 

こうした観点から、九州・京阪神懇談会において、我々１２商工会議所の総意

として、以下のとおり決議する。 

 

一、 国内の観光振興策や、インバウンド促進に資する施策を強化すること。と

りわけ、「西日本版ゴールデンルート」といった新しい観光ルートの開発

など、東日本大震災後に激減した外客を再びわが国に呼び込む取り組みを、

行政・経済界挙げて強力に推進すべき。 

一、 企業間の販路拡大やアライアンス、大学・研究機関などとの連携による新

しい製・商品・サービスの開発といった、地域を超えた取り組みを活発化

させ、わが国経済成長の基盤を堅持すること。政府・自治体は、企業とり

わけ中小企業に対する助成制度や税制優遇策などを一層拡充し、こうした

自助努力をバックアップすべき。 

一、 各地域の特徴や強みを活かしながら、連携してアジア市場はじめ新しい

外需の開拓に取り組むこと。その一環として、政府・自治体は日本の製・

商品・サービスのＰＲや海外企業の国内誘致につき、トップセールスを

強化すべき。 

 
平成２３年９月１４日 

 

福岡商工会議所 会頭 河部 浩幸 大阪商工会議所 会頭 佐藤 茂雄 

北九州商工会議所 会頭 利島 康司 京都商工会議所 会頭 立石 義雄 

佐賀商工会議所 会頭 井田 出海 神戸商工会議所 会頭 大橋 忠晴 

長崎商工会議所 会頭 松藤  悟 

熊本商工会議所 会頭職務代行者 古荘 善啓 

大分商工会議所 会頭 姫野 淸高 

宮崎商工会議所 会頭 米良 充典 

鹿児島商工会議所 会頭 諏訪 秀治 

那覇商工会議所 会頭 國場 幸一 


	（大阪版）西日本共同アピール　当日プレス20110914
	（プレス）230914 九州京阪神アピール（最新）

